
 ― 令和７年度 ― 

松伏町住宅用環境配慮型システム設置費補助金のご案内 

 

 町内における再生可能エネルギーの普及促進を図り、低炭素社会づくりによ

る環境保全を推進するため、住宅に環境配慮型システムを設置した方に補助金

を交付します。 

 

※申請は受付順です。予算額に達した場合は受付を終了します。 

※下記の内容は抜粋です。必ず補助金の交付要綱で詳細を確認し、不明な点が

あれば環境経済課にお問い合わせください。 

 

１ 申請の条件等について 

（１） 補助対象システム・要件・補助金額 

補助対象システム 補助対象要件 補助金の額 

太陽光発電システム 

 次に掲げる要件のいずれにも該当

するものとする。 

（１）電力会社の低圧配電線と逆潮

流のある系統連結をしたもので

あり、かつ、電力会社と電灯契

約及び余剰電力の販売契約を締

結していること。 

（２）一般財団法人電気安全環境研

究所（ＪＥＴ）の太陽電池モジ

ュール認証相当の認証を受けた

ものであること。 

（３）太陽電池モジュールの公称最

大出力の合計が１キロワット以

上１０キロワット未満であるこ

と。 

５０，０００円 

電気自動車等充給電

設備（Ｖ２Ｈ） 

一般社団法人次世代自動車振興セ

ンターが実施する補助事業の対象機

器であること。 

５０，０００円 

 ※補助対象システムは未使用品で、自己所有のものに限ります。 

 ※太陽光発電システムとＶ２Ｈを同時に申請する場合の補助金額は１０万円 

 



（２） 補助対象者 

  次のすべての条件を満たす方が対象です。 

 ・町内に居住している又は補助金の交付を申請する日の属する年度内に町内

に居住する予定である方 

・自らが居住するために所有する町内の住宅に申請年度の初日から２月末日 

までに補助対象システムの設置工事を完了し、又は自らが居住するために

町内に存する補助対象システムが設置された住宅を購入し、申請年度の初

日から２月末日までに住宅の引き渡しを受けた方 

・町税の滞納がない方 

・補助対象システムを設置した住宅及び住宅の敷地等に都市計画法及び建築 

基準法等の法律違反がないこと。 

・同一の種類の補助対象システムについて、同一住宅につきこの告示に基づ 

く補助金の交付を過去に受けていない方 

 

（３）補助件数、予算額 

   ３０件、１５０万円 

 

２ 申請から補助金の交付まで（工事代金支払い後の申請です） 

 四角囲み（⑥、⑧）の書類は申請者が町へ提出する書類です。 

 工事代金支払の完了後に補助金交付申請書を提出いただきます。 

工事代金支払いの完了前に補助枠の確保、仮申請は受付できません。 

 

 【補助金交付の手順と提出書類】 

 ① 事業の計画（町への相談等） 

② 業者との請負（売買）契約締結 

③ 工事着工 

 ④ 工事完了 

 ⑤ 工事代金支払 

⑥ 補助金交付申請の提出  （申請者⇒町） 

 ⑦ 補助金交付決定、確定（町⇒申請者） 

⑧ 補助金交付請求の提出  （申請者⇒町） 

 ⑨ 補助金支払（町⇒申請者） 

 

３ 申請について 

（１） 申請受付期間 

 受付開始：令和７年５月８日（木）から 

 受付終了：令和８年２月２７日（金）まで 



  ・申請の受付は先着順とし、予算の範囲（３０件分）を超えた場合は受付

を停止します。 

  ・受付開始の時点で予算額に達する場合は抽選を行い決定します。 

 

（２） 申請方法 

 松伏町役場環境経済課窓口まで必要書類を直接持参して申請してくださ

い。（郵送での申請は受付けません） 

 

（３） 交付申請に必要な書類 

○住宅用環境配慮型システム設置費補助金交付申請書（様式第１号） 

 

【添付書類】 

 ①申請者の住民票の写し 

 ②補助対象システムを設置した住宅に係る登記事項証明書 

  ③町税等に滞納がないことが分かる書類 

 ④補助対象システムの設置場所を示す案内図及び現状の分かる設置後の写 

真 

 ⑤補助対象システムの規格等を示すカタログ 

⑥補助対象システムの設置に係る工事請負契約書又は売買契約

書の写し及び設計図  

⑦補助対象システムの設置に係る領収書及び明細書の写し  

⑧補助対象システムを設置した住宅に係る完了検査済証又は建

築確認済証の写し若しくは建築概要書（いずれも添付できな

いときは建築台帳の記載事項証明書）  

⑨電力事業者との電灯契約及び余剰電力の販売契約の内容が分

かる書類の写し（太陽光発電システムの場合に限る。）  

 

※必要に応じその他の書類を提出していただくことがあります。 

※様式第１号の個人情報確認欄において、町が住民登録情報と

町税等の納税情報を確認することに同意署名がある場合は、  

 ①、③の添付を省略することができます。  

 

４ 補助金請求について 

 補助金交付決定・額確定の通知を受けた方は、すみやかに住宅用環境配慮

型システム設置費補助金交付請求書（様式第４号）を提出してください。 

 なお、請求書提出の際には、振込先の確認のため預金通帳等の写しをご持

参ください。振込先は申請者名義の口座のみとさせていただきます。 



５ その他の注意事項 

 ・各種申請手続きについては、原則として申請者本人が行ってください。 

なお、書類の提出を設置業者等に依頼（任意書式による委任状の提出が必

要）することはできますが、これによる事故等について、町では一切の責

任を負いかねます。 

 ・申請者、工事請負契約書または売買契約書の発注者および電灯契約、余剰

電力の販売契約は、同一人であることが条件なります。 

 ・交付決定にあたっては、現地調査を行う場合があります。 

 ・補助金の交付を受けた補助対象システムは、法定耐用年数（１７年）を経

過するまでの間、譲渡、交換、貸付等を行うことはできません。 

 ・補助金の交付を受けた方に、補助対象システムの効果を確認するため、売

電量及び買電量のデータの提供その他の協力を求めることがあります。そ

の際にはご協力をお願いします。 

 

お問い合わせ・提出 

松伏町役場 環境経済課 生活環境担当 

松伏町大字松伏２４２４ 松伏町役場１階 

電話:０４８－９９１－１８３９（直通） 


